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期間：2007年6月～2010年6月

プロジェクトの要約 指標 指標データ入手手段 外部条件

上位目標

カンボジア国税局の税務行政能力が強化され、税務業務がよ
り効率的かつ効果的に実施できるようになる

プロジェクト目標

カンボジア国税局の能力が向上する

成果

1．国税局職員として税務行政に必要とされる知識や技術が、
セミナーやトレーニングにより習得される

[M/Mで合意している指標]
1）研修受講者による他未修者への普及活動が実施されて
いる（勉強会の実施、教材のとりまとめなど）
2）税務調査ガイドラインが作成されている
3）税制度のパンフレットが作成されている
4）納税者権利救済制度の規則及び手続きに関する政令
案が作成されている
5）職員倫理規定案が作成されている
6）徴税アクションプランが起案されている
7）職員の人事評価制度案が作成されている

2．税務行政に必要となるトレーニングプログラムやカリキュラ
ムが、国税学校にて確立され、トレーニングが実施される。

[M/Mで合意している指標]
1）国税学校用教材がとりまとめられている
2）新人職員・現職職員のトレーニングログラムが検討さ
れ、冊子が作成されている

3．基礎的な簿記・会計に関する租税総局（地方税務署含む）
の職員の知識が向上する。

[M/Mで合意している内容]
１）トレーニングコースで実施される3回のテストで90％の受
講者が平均50点以上達成している
2）少なくても2名の内部講師が養成され、初級コース・中級
コースのトレーニングが担当されている

活動 投入

1.1　税務行政に関するセミナー実施 日本側 カンボジア側

1.1.1　税務調査法関連 長期専門家（業務調整/研修企画） C/Pの配置

1.1.2　納税者サービス関連 短期専門家（2名×10日×3回/年）

1.1.3　納税者情報管理、内部事務改善関連 簿記会計研修に要する費用（講師謝金）

1.1.4　納税者権利救済制度、異議申し立て関連 在外事業強化費

1.1.5　その他のトピック 機材供与（研修に必要なPC、プロジェクターなど）

1.2　1.1の前提条件となる簿記会計研修の実施 運営委員会への参加

1.2.1　税調査と納税者サービスに従事するスタッフへの簿記会
計研修の実施

2.1　国税学校組織の整備 前提条件

2.1.1　規程の作成

2.1.2　国税学校のカリキュラム作成

2.1.3　本邦研修

2.2　各研修のカリキュラムの作成

2.2.1　研修カリキュラムの検討

2.3　研修用教材の開発

2.3.1　日本の例を参考にした教材の開発

2.4　指導マニュアルの開発と指導法の研修実施

3.1　簿記・会計研修の実施（租税総局スタッフ対象）

3.2　簿記・会計研修の実施（地方税務署スタッフ対象）

3.2.1　租税総局スタッフによる簿記・会計研修の実施

【　終了時評価　マスタープランと指標確認　】
プロジェクトタイトル：国税局人材育成プロジェクト（フェーズ2）　対象グループ：経済財務省租税総局（旧国税局）

経済環境が悪化
しない
研修を受けた国
税局職員が離職
しない
税務行政に関す
る大きな方針変
更がない

セミナーやトレーニングにより習得された税務行政に必要
な知識や技術を基に、租税総局職員が適切に税務行政を
執り行えるような体制作りに貢献する

各種報告書
インタビュー
質問表
本邦研修の報告書

運営委員会への参加



３．2009年４月 運営指導調査 M/M及び報告 
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